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本日説明する内容

はじめに
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本日説明する内容

長期優良住宅に関する法改正について

 主な改正の内容について

 災害配慮基準について

 手数料の改定について

 経過措置等について

 その他
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主な改正の内容
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主な改正の内容
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主な改正の内容



主な改正の内容
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主な改正の内容
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主な改正の内容
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主な改正の内容



10

主な改正の内容（参考：検討中の内容）
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主な改正の内容（参考：検討中の内容）
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主な改正の内容（参考：検討中の内容）
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主な改正の内容（施行スケジュール）



災害配慮基準について
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災害配慮基準について
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（抜粋）

資料１－２、１－３を参照



災害配慮基準について

・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域
・土砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）

・市町村条例による
災害危険区

（阿蘇市、上天草市、
天草市、産山村、
芦北町、甲佐町、
球磨村、美里町）

区域の確認方法について

各地域振興局土木部
工務課または維持管理課
に確認
※レッドゾーンについては、
県HP「土砂災害情報マップ」
から確認可能

各市町村に確認

津波浸水想定、洪水浸水想定、高潮浸水想定についても
県HPで確認できます。



認定申請手数料の改定について
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 災害配慮基準の追加を受け、認定申請手数料を改定
します。

 施行日（令和4年2月20日）以降に各行政庁に申請す
るものから適用します。

 認定申請する際に添付できる図書が変更になります。

金額は資料１－４を参照



認定申請手数料の改定について
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【注意】認定申請する際の添付図書が変更になります！

 これまでの適合証は廃止されます。

 施行日以降は、長期使用構造である旨の「確認書」
の添付が可能です。

 性能評価書の場合も、施行日以降は長期使用構造で
ある旨の記載があるもののみ添付が可能です。



認定申請手数料の改定について
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（行政庁からのお願い）
施行日前後の運用についてご協力をお願いします。

 施行日（2月20日）は日曜日のため、行政庁へ現在
の要件で申請できるのは18日(金)までになります。

 施行日前後は登録住宅性能評価機関への申請が集
中すると思われますので、早めの申請や、急がな
い物件については施行後に先送りする等ご検討く
ださい。

 適合証等を添付図書として扱えないという事案の
発生を防止するため、計画的な申請に努めていた
だきますようお願いします。



認定申請手数料の改定について
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（行政庁からのお願い）
施行日前後の運用についてご協力をお願いします。

 県と熊本市では郵送による受付も行っています。

 郵送による申請の場合、内容に問題がない場合に
限り、令和４年2月18日(金)消印のものまで受付を
行います。

 郵送による申請の仕方については、必ず事前に各
所管行政庁にご確認ください。



経過措置等について
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施行日後に認定申請されたものについて、改正後の
認定基準及び手数料、添付図書等が適用されます。



経過措置等について
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 法施行日以前に受付けた申請については、
改正前の手数料及び認定基準が適用されます。

 令和4年2月19日以前の基準で当初の認定を取得し
ていた住宅を、法改正後に変更認定申請する場合は、
従来の基準が適用されます。
このため、新たな認定基準（災害配慮基準など）
については遡及適用されません。
また、改正前の変更認定申請手数料が適用されます。

➝該当する物件については、申請に先立ち、必ず
所管行政庁に手数料をご確認ください。



その他

＋

所管行政庁が必要と認める図書

＋

所管行政庁が必要と認める図書

確認書又は性能評価書（ともに写しも可）を添付した場合、認定申請の
添付図書を省略できるよう改正
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その他
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〇5条1項

〇5条2項

〇5条3項

：住宅（区分所有住宅を除く）を建築し、
自ら住宅の維持保全を行うもの

：販売等を目的に住宅（区分所有住宅を除く）を
建築し、一戸建て住宅等分譲事業者と譲受人が
共同で申請する場合

：販売等を目的に住宅（区分所有住宅を除く）を
建築し、一戸建て住宅等分譲事業者が単独で
申請する場合

認定申請の根拠条文について

※ 棟単位での認定に改正された区分所有住宅（分譲マンショ
ン等）が5条1～3項の対象から除外されました。



その他
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〇5条4項

〇5条5項

：複数の者に譲渡を行う区分所有住宅で、管理者等
が維持保全を行う住宅を建築し、その譲渡をしよ
うとする分譲事業者が申請する場合

：区分所有住宅を増改築し、その区分所有住宅の
維持保全を行う管理者等が申請する場合

※ 棟単位での認定に改正された区分所有住宅（分譲マンショ
ン等）について新たに規定。



その他
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その他
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〇5条6項
（予定）

〇5条7項
（予定）

：住宅（区分所有住宅を除く）のうち、その構造
及び設備が長期使用構造等であると認められる
ものについて、所有者等が維持保全計画を作成
し、認定申請するもの

：区分所有住宅のうち、その構造及び設備が長期
使用構造等であると認められるものについて、
管理者等が維持保全計画を作成し、認定申請
するもの

※ 令和4年10月1日施行予定
建築行為を伴わない認定制度を新設



その他
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その他
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その他
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その他



その他
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その他
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その他
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その他
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その他
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その他
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その他
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（検討中の内容）



その他
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その他
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その他
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その他
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その他
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※注意

※WEBプログラム内はでは
「外皮面積等を用いない計算」も引続き可能



その他
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その他
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その他
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その他
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その他
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